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東京大学（柏）総合研究棟（環境学研究系）施設整備事業の入札説明書等に関する質問回答（第１回目）

 ① 入札説明書

 ② 入札金額等の算出方法及びサービス購入費の支払方法等

 ③ 様式集

 ④ 要求水準書

 ⑤ 要求水準書別表・資料

 ⑥ 落札者決定基準

 ⑦ 事業契約書（案）

 ⑧ 基本協定書（案）

回答欄に[★]回答欄に[★]回答欄に[★]回答欄に[★]    印のある項目は､５月７日を目処に回答する予定です。印のある項目は､５月７日を目処に回答する予定です。印のある項目は､５月７日を目処に回答する予定です。印のある項目は､５月７日を目処に回答する予定です。
(東京大学のＰＦＩのホームページに注意してください。)(東京大学のＰＦＩのホームページに注意してください。)(東京大学のＰＦＩのホームページに注意してください。)(東京大学のＰＦＩのホームページに注意してください。)

【 注　意 】　【 注　意 】　【 注　意 】　【 注　意 】　

 ⑨ その他



頁 Ⅰ １．（１）１） ア ① ａ ⅰ

1 ①

対象事業の概
要等

3 Ⅰ 6 4 2 ア 1

地質調査などにより、予期せぬ地中障害物や、文化財
の出土等があった場合、事業内容の変更は認められる
と考えてよろしいでしょうか。

選定事業者が行う事前調査や建設等にともなって、通
常では事前（入札時）に予期できない地中障害物や文
化財の出土等があった場合は、事業内容の変更につい
て、選定事業者と大学が協議して決定します。

2 ①

スケジュール

4 Ⅰ 7 17

事業スケジュールの中で設計・建設期間が平成15年11
月～平成18年3月末とありますが、大学側で用意する備
品の搬入時期はいつからと考えれば宜しいのでしょう
か？

生活に必要となる備品については平成１８年３月より
納入し、４月より移転を開始する予定です。具体的な
内容は現時点でお答えできません。

3 ①

参加競争資格
等

5 Ⅰ 8 1 2 エ

「落札者の選定が終了する」日は、前ページのスケ
ジュールに記載される「平成15年8月26日 (14)落札者
の決定・公表」を意味するものと理解してよろしいで
すか。

落札者を決定し公表する平成１５年８月２６日（予
定）とします。

4 ①

競争参加資格
等

8 Ⅰ 8 1 3 エ 2

維持管理に当たる者の、競争参加資格要件として「請
負を実施するに必要とする資格を有していることを証
明した者であること」とありますが、競争参加資格確
認申請時に提出する証明する書類として、具体的に必
要な書類・資料等をご教示願います。

入札参加者の維持管理業務における提案において、維
持管理に当たる者が特別（一般的な資格を除く）に必
要とする資格があると判断する場合に提出してくださ
い。当該資格の証明の提出がない場合でも差しつかえ
ありません。

5 ①

入札書及び入
札提案書類の
提出

12 Ⅰ 13 4

「入札執行回数は、原則として2回とする。」とは「競
争参加資格の確認」をもって1回、「入札書及び入札提
案書類」をもって2回という意味と理解してよろしいで
しょうか。あるいは、落札者決定基準Ｐ5、5．(1)入札
金額の確認に規定される「全ての入札参加者の入札金
額が予定金額を超えている場合は、再度入札を行
う。・・」との理解でよろしいでしょうか。

落札者決定基準５(1)入札金額の確認の規定によりま
す。

6 ①

手続きにおけ
る交渉の有無

16 Ⅰ 18

「手続きにおける交渉は無とする」とありますが、こ
れは入札手続に関する交渉は認めないという意味であ
り、「事業契約書（案）」等については交渉可能と理
解してよろしいでしょうか。

入札手続に関する交渉を行わないという意味です。た
だし、契約の締結に当たっても、軽微な事項を除き、
落札者の入札金額及び入札説明書等に示した契約内容
について、変更できないことに留意してください。

7 ①

基本協定書の
締結

16 Ⅰ 19

「落札者は、落札者決定後７日以内に、大学を相手方
として、別添基本協定書(案)に基づき、基本協定を締
結しなければならない。」となっておりますが、コン
ソーシアム各企業の社内手続き及び捺印等だけでも7日
を超える可能性があります。基本協定締結までの期間
を延長していただけませんでしょうか。

７日以内としますので、ご協力をお願いします。

8 ①

特別目的会社
の設立

16 Ⅰ 20

特定目的会社に対する出資及び出資比率について「入
札参加企業又は入札参加グループの構成員は当該会社
に対して出資するものとする、その出資比率は全体の
５０％を超えるものとする」以外の条件はありますか
（基本協定書別紙１及び別紙２の提出を除きます）。

大学が配布した資料に記載されている事項以外の制限
はありません。

9 ①

特定目的会社
の設立

16 Ⅰ 20

特定目的会社の所在地につきましては特に制限はあり
ませんでしょうか。

日本国内であれば、特に制限はありません。

10 ①

特定目的会社
の設立

16 Ⅰ 20

特定目的会社への出資につきまして、構成員の出資比
率が全体の50％を超えるものとありますが、構成員以
外の出資者につきましても入札段階で明示する必要が
ありますでしょうか。

特定目的会社への出資については、構成員以外の名称
についても記載してください。（様式５５）
なお、金融機関等の名称は、同意書または関心表明書
等を提出した者を必ず含み、これ以外の金融機関等の
名称については、提案書の提出時点で決定または想定
しているものについて可能な限り記入してください。
（様式５５）

11 ①

支払条件等

17 Ⅰ 22 1

施設整備費相当の対価と維持管理費相当の対価の支払
方法について、維持管理費相当はモニタリング期間が
あるため、請求できる時期が一致しない内容の記載に
なっています。
施設整備費相当の請求書は、モニタリングに関係なく
維持管理費相当の請求書と別の期日に送付できるとい
う認識でよろしいでしょうか。

施設整備費相当の請求書と維持管理費相当の請求書と
は、各々独立して送付できます。

12 ①

本件事業以外
の業務

19 Ⅰ 24

本件事業以外の業務で、本件事業の契約相手と随意契
約する予定は「無」とされておりますが、本件事業以
外の業務となる大規模修繕等は、本事業の選定事業者
が維持管理業務と一体的に行う方が効率的に行われる
ものと思量されます。そのような事情を考慮し、随意
契約とされる可能性はありますでしょうか。

ご質問の意図するところは理解できますが、現時点で
随意契約の可能性についてお答えすることはできませ
ん。

13 ①

その他

19 Ⅰ 27 4

競争参加資格確認申請書等に記載した配置予定の技術
者を当該事業の現場に配置することとありますが、提
案段階で数ヶ月～数年先の予定を確定させることは難
しいと考えています。
あくまでも配置「予定」ということであり、配置時に
は、申請した技術者と同等の資格・実績を有する者を
配置すれば、問題ないと考えます。
当該項目の規定に対する許容度について、見解をお示
しください。

専任で配置する者は、原則として（本人の病気や退職
等以外は）競争参加資格確認申請書等に記載した者に
限ります。複数の候補者名を記載することにより対処
をお願いします。

書
類
№

項　目

東京大学（柏）総合研究棟（環境学研究系）施設整備事業・入札説明書等に関する質問回答（第１回目）東京大学（柏）総合研究棟（環境学研究系）施設整備事業・入札説明書等に関する質問回答（第１回目）東京大学（柏）総合研究棟（環境学研究系）施設整備事業・入札説明書等に関する質問回答（第１回目）東京大学（柏）総合研究棟（環境学研究系）施設整備事業・入札説明書等に関する質問回答（第１回目）
回答欄に[★] 印のある項目は､５月７日を目処に回答する予定です。回答欄に[★] 印のある項目は､５月７日を目処に回答する予定です。回答欄に[★] 印のある項目は､５月７日を目処に回答する予定です。回答欄に[★] 印のある項目は､５月７日を目処に回答する予定です。

質　問 回　答
記載位置（頁、符号等）

番号

1



頁 Ⅰ １．（１）１） ア ① ａ ⅰ

書
類
№

項　目 質　問 回　答
記載位置（頁、符号等）

番号

14 ①

対象事業の概
要等

19 Ⅰ 27 5

具体的に、外国の板ガラス製造業者からの競争力のあ
る取引の申し出はありますか。

平成７年１月２５日付米国通商代表あて駐米日本大使
書簡の付属書「日本国政府及びアメリカ合衆国政府に
よる板ガラスに関する措置」により記載しています。

15 ①

その他

19 Ⅰ 27 5

建設資機材を内外無差別の原則に基づいて選定するこ
とを期待するとありますが、WTO政府調達協定に対する
配慮と解釈しています。しかし、その中で「板ガラス
製造業者」を特定している理由をお示しください。
また、当該項目を遵守することによる、定性的評価は
得られるのでしょうか。

平成７年１月２５日付米国通商代表あて駐米日本大使
書簡の付属書「日本国政府及びアメリカ合衆国政府に
よる板ガラスに関する措置」により記載しています。
なお、このことに関する入札参加者の配慮行為は、落
札者決定に係る評価の対象とはしていません。

16 ①

選定事業者の
地位譲渡

20 Ⅱ 1 1

「大学の事前の承諾がある場合を除き、選定事業者は
事業契約上の地位及び権利義務を譲渡・担保提供その
他の方法により処分してはならない」とありますが、
本事業の融資組成上必要な金融機関による担保設定等
はご承諾いただけるものと理解してよろしいでしょう
か。

選定事業者の書面による申請に基づき、大学の経済的
な利益に反しない限り、前向きに検討します。

17 ①

事業実施に関
する事項

21 Ⅱ 4 2 4

国立大学の法人化について、「大学が法人化された場
合でも、大学から選定事業者への支払いについて、何
ら影響を及ぼすものではない」とされておりますが、
一方、Ⅳ.別添資料「国立大学法人化に伴うPFIの取扱
いについて」をもって直ちに「何ら影響を及ぼすもの
ではない」と見なすことは出来かねます。大学から選
定事業者への支払いが毀損する事態が生じた場合に
は、国により未然に予算措置いただける、もしくは国
よりお支払いいただけるものと理解してよろしいで
しょうか。

「大学が法人化された場合でも、大学から選定事業者
への支払いについて、何ら影響を及ぼすものではな
い」ものとご理解ください。

18 ②

サービス購入
費

2 2 1

再度の確認で大変恐縮ですが、維持管理業務にかかる
高熱水費は大学負担との理解で宜しいでしょうか。

維持管理業務にかかる光熱水費、管球並びにトイレッ
トペーパーおよび水石鹸等の衛生消耗品は、大学が負
担します。

19 ②

基準金利

3 2 1 1

基準金利の最終確定は落札者決定日となっております
が、この場合、先スタートのスワップコストがかかる
可能性があります。このコストは現時点では算定でき
ず、事業者にとっては資金調達上のリスクとして残
り、大学としましても負担額が増加することになりま
すので、基準金利の確定時期について、再考いただけ
ないでしょうか。

契約金額の積算根拠として採用する金利の固定は、落
札者決定の日をもって行うものとします。落札者決定
の日とは、平成１５年８月２６日（予定）とします。

20 ②

基準金利の確
定時期

3 2 1 1

金利の固定は落札者決定の日となっておりますが、入
札説明書のスケジュールにある「落札者の決定・公表
（平成15年8月26日）」が基準金利の確定日という理解
でしょうか？

契約金額の積算根拠として採用する金利の固定は、落
札者決定の日をもって行うものとします。落札者決定
の日とは、平成１５年８月２６日（予定）とします。

21 ②

基準金利につ
いて

3 2 1 1

基準金利として6ヶ月LIBORベース10年物(円/円)金利ス
ワップレートを用いることとなっていますが、事業者
が市場から調達するローンの返済期間と差異が生じる
と考えています。
基準金利の見直し時に、10年物金利の２時点の差（提
案時のレートと見直し時のレート）と、事業者が調達
する金利の２時点の差は、一致するとは思えません。
この「ズレ」を事業者側リスクとして見込むため、そ
の分金利負担が増えることになり、サービス購入費が
増加することになります。
基準金利を事業者の調達する期間と同じ12年物金利ス
ワップレートに変更できれば、事業者が提案する金利
スプレッドに「ズレ」を考慮しなくて済むことになり
ます。基準金利の変更を考慮していただけないでしょ
うか。

基準金利は、６か月ＬＩＢＯＲベース１０年もの（円
／円）金利スワップレートを用いてください。

22 ②

金利の固定時
期について

3 2 1 1

金利の固定日を「落札者決定の日」と設定されていま
すが、事業者の資金調達の金利固定日は、一般的には
早くても融資契約締結日になります。この期間の「ズ
レ」は２ヶ月以上もあり、この期間の金利変動は事業
者負担となり、提案価格に上乗せされることとなりま
す。
また、不可抗力的な事象により、金利相場が事業者の
想定よりも大幅に変動した場合は、事業契約締結前で
あるため、すべて事業者側負担となり、場合によって
は事業契約締結できない恐れが生じます。この場合に
は違約金として落札金額の100分の5を請求される可能
性が発生します。
金利固定日の変更を再考していただけないでしょう
か。

契約金額の積算根拠として採用する金利の固定は、落
札者決定の日をもって行うものとします。落札者決定
の日とは、平成１５年８月２６日（予定）とします。

23 ②

施設費相当の
係る消費税等
の支払方法

4 2 2 1 ウ ①

元利均等支払の場合、施設費相当の消費税は各回均等
とはならないのではないでしょうか。

施設費相当の「総額」の１００分の５に相当する金額
（消費税等相当額）を、平成１８年１０月を第１回と
し平成３０年４月を最終回とする、年２回・全２４回
に分けて均等に支払います。

24 ③

空調設備の生
涯費用（ＬＣ
Ｃの算出要領 2 Ｂ 3

電力基本料金については、需要率等を含めて既設の契
約電力は考慮せず、今回分のみの想定で契約電力を求
めて宜しいでしょうか。

そのように考えてください。

25 ③

提出書類の作
成要領

5 Ⅱ 4 9

「施設整備計画に関わる提案書（図面集）」は、与え
られている様式がA4版縦使い横書きですが、必要事項
が記載されていれば様式と異なっていてもよろしいで
しょうか。

「施設整備計画に係る提案書（図面集）」の様式は、
Ａ３版・片面・横使い・横書としています。
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頁 Ⅰ １．（１）１） ア ① ａ ⅰ

書
類
№

項　目 質　問 回　答
記載位置（頁、符号等）

番号

26 ③

空調設備の生
涯費用 (LCC)
算出要領

6 1 3 2

【別紙1】4-2）の期間別平均負荷率の項目で、外気負
荷は冷暖房4期間毎の平均的温湿度を設定して、とあり
ますが、外気負荷算出用の外気温湿度のデータとし
て、使用すべきものがあれば、ご指示下さい。

指定するデータはありません。採用した値を各室負荷
計算書の冒頭部分に提示してください。なお、これは
建設地における気象データによるか、または近隣の地
区の値を用いてください。

27 ③

委任状

15

協力会社は本様式に記名捺印する必要がないとの理解
で宜しいでしょうか。

その通りです。

28 ③

設計にあたる
者の資格等用
件に関する書
類

16 3

担当者が『「・・10,000㎡以上の校舎又は研究施設」
の業務に従事し完了した経験を有する』ことを表現す
る場合は、書式については事業者に任されているとの
理解でよろしいでしょうか。
（様式９、様式10についても同様）

様式８-３,様式９-３,様式１０-４の各表に、専任で配
置する者の概要を記載してください。また、各様式の
後（うしろ）に、専任で配置する者の経験や実績を証
する書類として、契約書及び仕様書または図面の写し
を添付してください。添付する書類の書式は事業者の
自由としますが、縮小や拡大または折り込み等によ
り、Ａ４版にまとめてください。

29 ③

設計にあたる
者の資格等用
件に関する書
類

16 3

総括技術者及び主任技術者は1人が兼務することは可能
でしょうか。

設計に当たる者は、建築（意匠）設計、建築（構造）
設計、電気設備設計、機械設備設計の各分野に主任技
術者を配置してください。なお、同じ技術者が複数の
分野を兼任することはできません。ただし、総括技術
者は、上記の各主任技術者とは別に配置しても、ある
いは何れかの分野の主任技術者が兼ねても構いませ
ん。

30 ③

建設にあたる
者の資格等用
件に関する書
類 18 2

「許可を有しての営業年数が5年以上・・」であること
を表現するためには、どのような添付書類を想定され
ているでしょうか。

建設業法の許可業種につき、許可を有して５年以上経
過していることを証する書類（当該許可の写し等）を
提出してください。

31 ③

空調設備生涯
費用 (LCC) 提
案総括書

＜様式４０－
１－３＞①

18

＜様式40-1-3＞の①機器設備の機器費で、備考欄に、
機器毎に計上するとありますが、同種類の機器であれ
ば、容量が異なっていても複数台を一式として、また
は、同種類･同容量の機器であれば一式として計上して
もよろしいでしょうか。

そのように考えてください。

32 ③

様式56-2

70

長期資金収支計画表（その2）の長期収支計算書につき
まして、「割賦売掛金取り崩し」との項目があります
が、会計処理としていわゆる割賦売上計上基準を用い
る場合には「割賦原価」と読み替えてよろしいでしょ
うか。

「割賦原価」と読み替えてよろしい。

33 ③

様式56-2

71

長期資金収支計画表（その2）の長期収支計算書につき
まして、「減価償却費」との項目がありますが、本件
事業はBTO事業ですが「減価償却費」としてどのような
ものを想定されておりますでしょうか。

選定事業者の本事業、特に維持管理業務に係わる資産
の減価償却等を想定しています。

34 ③

様式56-2

71

大学の支出額の欄内において、「※」印がある部分は
大学が算出して記入するとありますが、事業者が提出
する際には、当該項目は空欄で提出するという認識で
よろしいでしょうか。

様式５６-２の「※」印の部分は、空欄で提出してくだ
さい。

35 ③

様式５７

72

入札金額内訳書に関して、積算根拠を示す欄がありま
すが、どの程度詳細な根拠を記載すればよろしいで
しょうか。

当該入札金額に含まれているもので、入札参加者が特
に付記するのが適切であると判断したものなどについ
て記入してください。

36 ③

様式集のデー
タについて

HPでは様式集はpdfファイルでのみ公開されています
が、wordファイル等でのデータ提供を検討していただ
けないでしょうか。

本質問の回答と同時に公表いたします。

37 ④

適用する基準
類

4 Ⅱ 3 13

「東京大学柏地区自家用電気工作物保安規定」は拝借
可能ですか。

施設部企画課にて閲覧とします。

38 ④

敷地条件

5 Ⅱ 4 8 7

雨水排水について、【資料6】では計画地の北・東・南
の3系統で雨水排水管が記されていますが、計画地の雨
水排水は3系統のいずれにも放流して良いと考えてよろ
しいでしょうか。また、雨水配水管の埋設深さをご指
示下さい。

北と南の系統に接続してください。埋設深さは、１ｍ
とし、透水管を利用してください｡

39 ④

施設概要

5 Ⅱ 5 1 3

構造種別について要求水準書内では「応募者の提案と
する」とありますが、準拠文書である「学校建築構造
設計指針・同解説（平成８年版）」では地上６階以上
の建物の構造種別をSRC造およびS造を標準とすること
になっています。要求水準書を正とし、構造種別は自
由と理解してよろしいですか。

準拠文書である「学校建築構造設計指針・同解説（平
成８年版）」の内容は考慮しつつ、自由提案としま
す。

40 ④

施設概要

7 Ⅱ 5 3 1 ウ

流動科学実験室は環境学研究系外の利用者に貸出され
るとありますが、産学官連携のための研究スペースと
考えてよろしいでしょうか。

考えのとおりです。
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41 ④

設計要求水準

8 Ⅱ 5 3

表中、各大講座の設置階が「参考プラン」と若干違い
があるが、共に参考であって厳密に従うべき要求では
ないと考えて良のでしょうか。例えば、参考プランの
３Ｆに社会文化環境学大講座があるが、要求水準書P.8
には無いです。

考えのとおりです。

42 ④

外構計画

9 Ⅱ 5 4

外構計画の中で、「中庭（計画地内）は周辺環境との
調和を考慮して適宜植栽・舗装等を行い」とあります
が、計画地北側に隣接するリニアな「中庭ゾーン」の
今後の緑化整備などの具体的な計画及び利用者のアク
ティビティイメージなどがありましたらお示しくださ
い。また、中庭ゾーンのさらに北側の「実験棟ゾー
ン」との関係で動線、利用方法など配慮すべき条件が
あればお示しください。

柏キャンパスマスタープラン／柏地区キャンパス第１
次整備計画概要によります。

43 ④

基本コンセプ
ト

9 Ⅱ 6 1 2

「事業計画地南側の帯状広場と一体となった空間計
画」とありますが、帯状広場の整備は、キャンパス東
側の物性研究所研究棟及び宇宙線研究所研究棟の南側
の帯状広場と同様の整備がなされると考えてよろしい
でしょうか。

考えのとおりです。

44 ④

設計要求水準

9 Ⅱ 6 1 3 イ

使用者の環境意識およびコスト意識が発露できるよう
な適切なモニタリングシステムについて、具体的仕
様、設置場所はどのようなものを想定されているので
しょうか。

各講座毎に給水，ガスの使用量及び空調・換気設備の
電力量を計量する集中検針システムが望まれますが、
その他については提案に任せます。

45 ④

設計要求水準

9 Ⅱ 6 1 4 ア 3

バルコニーは、原則として参考プランより各階に1個所
設置し、階段により上下階の連絡に配慮するものと考
えてよろしいでしょうか。

考えのとおりです。

46 ④

設計要求水準

10 Ⅱ 6 1 6 オ

柏キャンパスおよび本施設の環境の特性を考慮した計
画の項目で、オ 危険物を使用する施設として計画する
とありますが、想定される危険物の種類を御提示くだ
さい。

実験用特殊ガス・薬品等とし、詳細は【別表１】によ
ります。

47 ④

建物基本計画

11 Ⅱ 6 3 2 ア 4 ａ

集合郵便受けはエントランスホール内にて投函、取り
出しでよろしいでしょうか。

考えのとおりです。

48 ④

建物基本計画

11 Ⅱ 6 3 2 ア 4 ａ

集合郵便受けの個数は教官室の数＋大講座数と考えて
よろしいでしょうか。また具体的に必要数があればお
教えください。

大講座別数を原則とし、教官別等については提案によ
るものとします。

49 ④

建物基本計画

11 Ⅱ 6 3 2 ア 4 ｂ

夜間、休日ポストは集合郵便受けとは別置するものと
考えてよろしいでしょうか。

提案によるものとします。

50 ④

建物基本計画

11 Ⅱ 6 3 2 ク 1

機械室や危険物貯蔵取扱所などの非居室については、
廊下と室との間の扉を防火戸としてもよろしいでしょ
うか。

法基準に従い必要とあればよろしいです。

51 ④

設計要求水準

12 Ⅱ 6 3 2 ウ

講堂の付帯室として調整室や同時通訳室等については
事業者にて判断して良いのでしょうか。また、付帯設
備工事は大学側にて設置と考えて良いのでしょうか。

付帯室については考えのとおりです。
事業者の提案による付帯設備工事は、事業者の範囲内
とします。

52 ④
設計要求水準

13 Ⅱ 6 3 2 コ 1
多目的便所の設置階、箇所数を御提示ください。 提案によるものとします。

53 ④

設計要求水準

13 Ⅱ 6 3 3 ア 1

はめ殺しは用いないとあるが、主要居室の自然換気を
考慮したうえで、採光上あるいはデザイン上一部はめ
殺し窓を使用しても良いのでしょうか。

提案によるものとします。

54 ④
設計要求水準

13 Ⅱ 6 3 3 イ 2
遮光装置を設ける場合、手動で良いのでしょうか。 提案によるものとします。

55 ④
施設概要

13 Ⅱ 6 3 3 ウ 1
外装について、庇の具体的仕様が示されていますが、
他の仕様を提案可能と考えてよろしいでしょか。

提案によるものとします。

56 ④
設計要求水準

14 Ⅱ 6 3 3 ウ 2
補助的な避難経路とはどのような仕様でしょうか。
（有効幅、手すり高さ等）

提案によるものとします。

57 ④

設計要求水準

14 Ⅱ 6 5 2 ア 1

中央監視室は防災監視機能を有し、設備機器全般の運
転もしくは管理を行えるようにするとなっており、②
では、中央監視室は本施設内の機器類の監視等を行え
るようにするとなっています。
①での、設備機器全般とは、防災関連機器を指すもの
として考えてよろしいでしょうか。
また、②での、機器類の監視は、9頁Ⅱ-6-(1)-3)-イの
過度な中央制御は無用であるというコンセプトを踏ま
え、警報を一括して中央監視室に表示するものとして
考えてよろしいでしょうか。

設備機器は防災関連機器を指します。中央監視室には
全点数を移報し、既存ソフトを改造して、建物平面図
と共に表示できるようにしてください。
Ⅱ-6-（5）-4）-イ-④-ａ／Ⅱ-6-（5）-3）-ｳ-③／Ⅱ-
6-（5）-3）-ｺ-①②／Ⅱ-6-（5）-3）-ｼ
の各項目によります。

58 ④
設計要求水準

15 Ⅱ 6 5 3 ア 4
非常照明はバッテリー内蔵型と考えて宜しいでしょう
か。

提案によるものとします。

59 ④

設計要求水準

16 Ⅱ 6 5 3 ウ 2 ｂ

低圧配電盤形式が開放型とありますが、閉鎖式に変更
可能でしょうか。

開放型とします。
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60 ④

設計要求水準

16 Ⅱ 6 5 3 ウ 3

既存電力監視設備の改修を行うとありますが、改修の
範囲を把握する為、既存電力監視設備の仕様を教えて
頂けないでしょうか。
また、製造メーカーをご指示下さい。

施設部企画課にて閲覧とします。

61 ④

制御監視表示

16 Ⅱ 6 5 3 ウ 3

設備ｾﾝﾀｰへの各種電力量の計量データ送信は不要と考
えてよろしいですか。

必要とします。

62 ④

設計要求水準

16 Ⅱ 6 5 3 ウ

受変電設備用の高圧電気室は本施設内の送電に適する
場所に設けるとありますが、地下１階の機械室と考え
て宜しいでしょうか。

お考えのとおりです。なお、外部より直接機器等の搬
出入可能な位置として下さい。

63 ④

設計要求水準

17 Ⅱ 6 5 3 オ 1

自家発電設備の設置場所は、地下１階機械室と考えて
宜しいでしょうか。

考えのとおりです｡

64 ④

設計要求水準

17 Ⅱ 6 5 3 オ

重要負荷への停電時送電用に発電機を設備するとあり
ますが、防災負荷を除く重要負荷をご指示ください。

考えのとおりです。

65 ④

設計要求水準

17 Ⅱ 6 5 3 キ 1

ＰＨＳ、電話機は、全て内線で使用すると考え、交換
機の設定もそう考えれば宜しいでしょうか。
また、製造メーカーをご指示下さい。

内線接続とします。（交換機を経由し外線にも接続し
ます）交換機の設定は大学側にて行います｡

66 ④

設計要求水準

17 Ⅱ 6 5 3 キ 1

既存電話交換機を増設するとありますが、既存電話交
換機の仕様を教えて頂けないでしょうか。
また、製造メーカーをご指示ください。

㈱日立製作所です。仕様については施設部企画課にて
閲覧とします。

67 ④
設計要求水準

17 Ⅱ 6 5 3 キ 3
ＰＨＳ子機、電話機の納入は、本事業の条件に含まれ
ていると考えて宜しいでしょうか。

電話機の設置は別途大学負担とします。

68 ④

設計要求水準

17 Ⅱ 6 5 3 ク 3

光ファイバーケーブルが配線可能なサイズを選定する
とありますが、コネクター込みで選定したほうが宜し
いでしょうか。

提案によるものとします｡

69 ④
設計要求水準

17 Ⅱ 6 5 3 ク
構内情報配管設備において、情報機器の購入、ソフト
ウェア改造は、考慮しなくて宜しいでしょうか。

考慮しなくてよろしいです。

70 ④

設計要求水準

18 Ⅱ 6 5 3 ケ

非常放送アンプの系統は本施設内で完結し、他棟への
放送もしくは他棟からの放送は行わないと考えて宜し
いでしょうか。
また、アンプの付加機能として、チャイムとＢＧＭの
みで宜しいでしょうか。
また、製造メーカーをご指示下さい。

完結したシステムとして良いです。
製造メーカーは各事業者の選定によります。

71 ④

設計要求水準

18 Ⅱ 6 5 3 シ

設備センター内火災報知設備改修とありますが、既存
火災報知設備の仕様を教えてください。
また、製造メーカーをご指示ください。

施設部企画課にて閲覧とします。

72 ④

設計要求水準

18 Ⅱ 6 5 3 ス 1

電波障害対策範囲として、柏キャンパス内建物につい
ても範囲内と考えても宜しいでしょうか。

柏キャンパス内建物についても範囲内とします。

73 ④

設備センター
の機能 18 Ⅱ 6 5 3 ス

設備ｾﾝﾀｰでは今回計画建物の火災報知設備に関する制
御は行わないものと考えてよろしいですか。

考えのとおりです。

74 ④

建物の監視体
制 18 Ⅱ 6 5 3 ス

事務・守衛室の防災監視体制について、夜間は無人監
視と考えてよろしいですか。

考えのとおりです。

75 ④

キャンパス共
通の防災シス
テム 18 Ⅱ 6 5 3 ス

柏地区キャンパス全体に対する防災システム評価を申
請されているのであれば、申請書は拝借可能ですか。
また消防局・消防署の指導事項はございますか。

消防に関する指導は特にありません。但し、正門守衛
室へ防災センターを経由して移報表示をしてくださ
い。

76 ④

設計要求水準

19 Ⅱ 6 5 3 ソ

別途工事のカードロック装置システムのシステム系統
をご指示ください。

施設部企画課にて閲覧とします。

77 ④

入退室管理シ
ステム 19 Ⅱ 6 5 3 タ 1

JIS磁気カードによる既存の他施設導入システムの内容
をご教示ください。

施設部企画課にて閲覧とします。

78 ④

設計要求水準

20 Ⅱ 6 5 4 イ 4 ａ

本施設内の監視盤の警報を一括表示する盤を、中央監
視室に設置する、とありますが、中央監視室内及び本
施設から中央監視室までの信号線等も本事業に含まれ
ると考えてよろしいでしょうか。
また、その場合、中央監視室内に本施設専用の監視盤
を新設するものと考えてよろしいでしょうか。

考えのとおりです。

79 ④

構内ＬＡＮ仕
様 20 Ⅱ 6 5 4 イ 12 ｂ

給水の計量データーを取り出す構内ＬＡＮはどのよう
な系統のＬＡＮかをご教示ください。

将来、大学側にて別途対応します｡

80 ④

設計要求水準

22 Ⅱ 6 5 4 イ 11 ａ

特殊ガス設備の供給は、ボンベ対応とする、とありま
すが、後段c.のヘリウムガス回収管を除き、本事業で
はボンベ設置スペースも含め、配管等の工事は行わな
いものと理解してよろしいでしょうか。

考えのとおりです。
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81 ④

設計要求水準

22 Ⅱ 6 5 4 イ 12 ｂ

給水の計量方式については、設備センターにある計量
装置（ＡＭＥＲＩＳ－900回線）にて集中監視可能なも
のとし、とありますが、計量装置との接続の仕様及び
本事業に含まれる工事範囲を御指示ください。

愛知時計電機㈱製の計量システムで、共同溝内の計測
配線に中継ユニットを設けて接続するものとします。

82 ④

施工に対する
要求事項

23 Ⅱ 8 2 2 イ

工事用車両のキャンパス内運行ルートの指定はあるの
でしょうか。工事用メインゲートと使用可能なサブ
ゲートをご指示下さい。

指定は特にありません。提案によるものとします。

83 ④

施工に対する
要求事項 23 Ⅱ 8 2 3

土地の履歴等からの判断により土壌汚染の事前調査
は、不要と考えてよろしいでしょうか。

事業者の判断によるものとします。

84 ④

施工に関する
要求事項

23 Ⅱ 8 2 7

大学内での工事となるので、作業時間の制限はあるの
でしょうか８時から１９時まで作業可能でしょうか土
曜日、祭日も作業可能でしょうか。

原則として８時から１８時とし、土曜日、祭日の作業
も可能とします｡

85 ④

費用の負担

27 Ⅲ 2 9

業務に要する費用は、事業者の負担とするあります
が、水道光熱費は除くと理解してよろしいですか。

考えのとおりです。

86 ④

施設管理担当
者 27 Ⅲ 2 11

施設管理担当者の役割・業務内容等を具体的に教えて
下さい。

事業者が業務を遂行するために必要な連絡担当等を考
えております。

87 ④

設計要求水準

34 Ⅲ 7 3

機械警備を行うとありますが、機械警備とはカード
ロック装置の意味と考えて宜しいでしょうか。

防犯を含め提案によるものとします。

88 ④

植栽維持管理
業務 34 Ⅲ 8 3 1

「の緑樹」とミスプリントがありますので、修正願い
ます。

訂正致します。

89 ⑤

別表・資料

3 ～

各室要求面積の許容範囲はどのくらいまで許されるの
でしょうか。

各室要求面積は【別紙２－１】を原則とし、機能を損
なわない範囲で提案に任せますが、許容範囲を±５％
します。

90 ⑤

別表・資料

3 ～

同じ性格と考えられる室の面積配分は変更して良いの
でしょうか。
例えば、P.8流動化実験室1～７の面積は各118、19、
116、165、190、126、79㎡とある。これを合計813㎡前
後となるように流動化実験室1～5各162㎡のようにして
良いのでしょうか。

各室要求面積は【別紙２－１】を原則守るものとし、
室数は減じないようにしてください。

91 ⑤

別表・資料

3 b

Ｗ４ ビニルクロス＋ペンキとはどのような仕様で
しょうか。

ビニルクロスは塗装下地用ガラスクロスとしてくださ
い。

92 ⑤

各室の要求水
準

5 ～

５頁の要求水準の共通仕様と、各階の各室の要求水準
が異なる場合は各階の要求水準を正として考えてよろ
しいでしょうか。たとえば、６階セミナールーム（セ
ミナー室）の要求水準は１６頁のものを正と考えてよ
ろしいでしょうか。

Ｐ５を削除し、Ｐ１６の天井高３ｍとする。

93 ⑤

各室の要求水
準

5 ～

要求水準書１２ページには図書室は「本が傷まないよ
うに遮光ができるようにする」とありますが、別表に
は遮光の程度の記載がありません。図書室の遮光の程
度は一般的なブラインド程度と考えてよろしいでしょ
うか。

提案によるものとします。

94 ⑤

緊急シャワー

5 ～

各階２箇所と記載されていますが、男女各1と考えてよ
ろしいでしょうか？建物（施設？）使用者の男女比率
を教えてください。

緊急シャワーは男女別とはしません。
★【施設利用者の男女比率】

95 ⑤

各室の要求水
準 5 ～

ラウンジの天井高さは７階については3.0mと考えてよ
ろしいでしょうか。

提案によるものとします。

96 ⑤

面積

6 ～

各室面積と参考図から推測される室サイズの違いは、
別表2-1を正と考えてよろしいでしょうか？

各室要求面積は【別紙２－１】を原則とし、機能を損
なわない範囲で提案に任せますが、許容範囲を±５％
します。

97 ⑤

各室共通

21 ～

有効面積について指定がある室について、柱形がある
場合は柱形の面積を除いた部分を有効面積とすると考
えてよろしいでしょうか。

各室要求面積は【別紙２－１】を原則とし、機能を損
なわない範囲で提案に任せますが、許容範囲を±５％
します。

98 ⑤

各室共通

21 ～

扉の高さの要求寸法はないと考えてよろしいでしょう
か。

【別表２－１】に指定がなければ、提案者の提案の範
囲とします。

99 ⑤

備品（大学）
共通 21 ～

各室の流し台は配管までを本工事と考えればよろしい
でしょうか。

【別表２－１】に示す、生活用給排水設備のＳ１～Ｓ
３の流し台は事業者とします。

100 ⑤

備品（大学）

21 ～

講義室にはブラインド（取り付けが可能なようにブラ
インドボックスをもうける）との記載があります。ブ
ラインドボックスは、本工事範囲でしょうか？
また、他室にも大学側備品として、各種のブラインド
がありますが、これらには、ブラインドボックスは不
要でしょうか？

ブラインド等の表示のある部屋は、その工事区分に係
わらず、ブラインドボックスは本工事とします。

6
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101 ⑤

別表・資料

21

別表２－２の備品（大学）の欄で各室にブラインドが
ありますが、全ての個所にブラインドＢＯＸを取り付
けるものと考えて宜しいでしょうか？

ブラインド等の表示のある部屋は、その工事区分に係
わらず、ブラインドボックスは本工事とします。

102 ⑤

【別表2-2】
各エリアの特
殊条件

21

全室共通仕様の特殊条件の中に、空調機は天付けと
し、加湿装置を設ける、とありますが、天付けとは、
天井面に吹出･吸込の機能のあるパネルが設置されるも
のと、天井面以下に機器本体が露出するもののどちら
を指すのかお教え下さい。

提案によるものとします。

103 ⑤

備 品 （ 事業
者）

22

セクレタリープール及び図書室には、それぞれ「受け
付けカウンター」及び「貸し出しカウンター」との記
載があります。（標準品）の定義を教えてください。
既製家具と考えてよろしいでしょうか？

考えのとおりです。

104 ⑤
ｾﾐﾅｰﾙｰﾑ、会
議室 22

ホワイトボードは壁面固定と考えてよろしいでしょう
か。

考えのとおりです。

105 ⑤

特殊条件

22

バルコニーの螺旋階段により各階を連絡することと記
載ありますが、参考図面では1階までは降りておりませ
ん。1階までおりることとして考えてよろしいでしょう
か？

階段は２階までとします。

106 ⑤

備品（大学）

22

バルコニーのカウンターの（水栓流しを設備）とは、
配管までを本工事とすると考えてよろしいのでしょう
か？

考えのとおりです。

107 ⑤

別表・資料

24

備品（事業者）欄に、ケーブルラックとありますが、
ケーブルラックは本工事にて設置するのではなく、
ケーブルラックを納品し、設置は大学側にて行うもの
と考えて宜しいのでしょうか。
また、ラックサイズをご指示ください。

ケーブルラックはＷ＝３００とし、事業に含むものと
します。

108 ⑤

音響実験室

25

音響実験室を構成する室名称が複数ありますが、音響
解析室と無響計測室の２室で構成されると考えてよろ
しいですか。

考えのとおりです。

109 ⑤

音響実験室

25

別表２-１の６頁、音響実験室の特種設備等の項目にク
レーン等の要求がありますが、これは計測用のアイボ
ルトを指すと考えてよろしいですか。

考えのとおりです。

110 ⑤

特殊条件

25

恒温恒湿実験室１，２の「プレファブ型」とは、壁、
天井を断熱パネルのユニットで構成するものと考えて
よろしいでしょうか。またその場合、別表2-1６頁の
壁、天井の仕上げについてはカラー鋼板程度と考えて
よろしいでしょうか。

断熱パネルのユニット型とするが、仕上げは機能上支
障のない標準仕様としてください。

111 ⑤

恒温恒湿実験
室１ 25

恒温恒湿実験室１を環境分析室、物品保管庫、高精度
秤量室の３室に間仕切ると考えてよろしいでしょう
か。

環境分析室、物品保管庫、高精度秤量室は使用内容で
あり、間仕切りは不要です。

112 ⑤

恒温恒湿実験
室２ 25

恒温恒湿実験室２を秤量室、保管庫の２室に間仕切る
と考えてよろしいでしょうか。

秤量室、保管庫は使用内容であり、間仕切りは不要で
す。

113 ⑤

クリーンルー
ム

26

参考プランのクリーンルームの室内を40㎡程度に間仕
切ると考えてよろしいでしょうか。また機械室に設置
される機械はどのようなものでしょうか。

考えのとおりです。
機械室には、当該クリーンルームの機能を保持するた
めの機器類が設置されます。

114 ⑤

特殊条件

26

クリーンルームの「プレファブ型」とは、クリーン
ブース（天井、支柱：アルミ、壁：帯電防止ビニル
シート程度）のユニットで構成するものと考えてよろ
しいでしょうか。またその場合、別表2-1の６頁に記載
されている壁、天井の仕上げについては周囲の機械室
部分の仕上げと考えてよろしいでしょうか。

考えのとおりです｡

115 ⑤

各ｴﾘｱの特殊
条件

26

流動科学実験室は、プロジェクト（実験）や外部と連
携したプロジェクト（実験）を行う汎用実験室とあり
ますが、化学、物理などの実験に対応できるフレキシ
ブルな実験室と考えてよろしいでしょうか。

考えのとおりです。

116 ⑤

各ｴﾘｱの特殊
条件

26

教員及び学生の施設の利用人数及び男女比率を御提示
ください。

施設全体の利用人数は、教員９０名、職員４０名、学
生６００名（修士４００名、博士２００名）の計７３
０名程度を想定しています。
★【施設利用者の男女比率】

117 ⑤

別表・資料

28

海洋環境情報実験室の水槽は大学側にて設置するもの
と考えて宜しいのでしょうか。

考えのとおりです。

118 ⑤

備 品 （ 事業
者）

28

ギャラリーの可動間仕切りは手動と考えてよろしいで
しょうか？
収納方法、高さ等に制約はありますか？

提案によることとします。

119 ⑤

風洞実験室

28

風洞実験室の床に打つアンカーは機器の据付け用と考
えてよろしいでしょうか。

考えのとおりです。
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120 ⑤
廃棄物処理・
資源化実験室 28

廃棄物処理・資源化実験室の扉は引き戸＋小扉と考え
てよろしいでしょうか。

考えのとおりです。

121 ⑤

特殊条件

28

海洋環境基礎実験室の水槽は大学側の備品と考えてよ
ろしいでしょうか？

考えのとおりです。

122 ⑤

海洋環境基礎
実験室

28

海洋環境基礎実験室の特殊事項に水槽の直径が３mとあ
りますが、扉の有効幅から、組み立て式の水槽と考え
てよろしいでしょうか。また水槽の想定設置位置につ
いては床荷重条件をあげると考えてよろしいでしょう
か。

提案によることとします。

123 ⑤

各エリアの特
殊条件

29

1F流動化実験室1～7の特殊条件で、特殊ガスの使用量
を計量することになっていますが、使用する特殊ガス
の種類が別表1に示されていません。どのように考えた
ら良いかをご指示下さい。

特殊ガス及び冷却水の計量は必要ありません。

124 ⑤

社会文化プロ
ジェクト実験
室 29

社会文化プロジェクト実験室について特殊条件等に記
載がありませんが、流動化実験室と同程度と考えてよ
ろしいでしょうか。

流動化実験室と同程度とします。

125 ⑤

特殊条件

29

荷捌きの床レベルは、トラックの荷台高さを考慮しな
くてもよろしいでしょうか？
１階床レベルと同じと考えてもよろしいでしょうか？
また、トラックの荷台の一部が入ればよいと考えてよ
ろしいでしょうか？

提案によることとします。

126 ⑤
危険物貯蔵取
扱所 29

危険物貯蔵取扱所は屋外からのみ出入りできると考え
てよろしいでしょうか。

提案によることとします。

127 ⑤

備 品 （ 事業
者）

29

認知システム工学実験室のスチールパーティションの
ガラス窓は、ＦＩＸと考えてもよろしいでしょうか？
また、天井までの高さと考えてよろしいでしょうか？

考えのとおりです。

128 ⑤

図書／機材室

31

積層書架の設置範囲は機材室の部分のみと考えてよろ
しいでしょうか。また積層書架設置範囲は直天井と考
えてよろしいでしょうか。

考えのとおりです。

129 ⑤

別表・資料

32

自然環境情報実験室内にﾏﾙﾁﾁｬﾝﾈﾙﾐｷｼﾝｸﾞｽﾀｼﾞｵを建築的
に間仕切り、その中にﾅﾚｰｼｮﾝﾌﾞｰｽを設置すると考えて
良いか。

自然環境情報実験室内に、マルチミキシングスタジオ
及び、ナレーションブースを別々に設けてください。

130 ⑤

別表・資料

33

地質資料処理室の特殊条件欄にクレーン設置とありま
すが、P.11のクレーン等欄には」要求がありません。
P.33を正としてクレーン設置と考えて良いのでしょう
か。また、その場合何ｔクレーンが必要なのでしょう
か。

考えのとおりです。
クレーンの積載荷重は、０.５ｔとします。
【別表３】８０頁の仕様を参照してください。

131 ⑤
特殊条件

33
地質資料処理室の試料運搬用クレーンは、本工事と考
えてよろしいでしょうか？

考えのとおりです。

132 ⑤

地質資料処理
室 33

地質資料処理室の土砂収拾ピットは平面形状が４ｍ×
２ｍで深さが0.1ｍと考えてよろしいでしょうか。

考えのとおりです。

133 ⑤

別表・資料

34

地質、陸水実験室Ｂのクリーンルームの必要面積はど
のくらいでしょうか。また、最低レベルとはクラス１
００，０００程度と考えてよろしいのでしょうか。

クリーンルーム内に、【別表３】Ｐ８３の高周波プラ
ズマ質量分析装置一式が設置できるようにしてくださ
い。
★【クリーンルームのレベル】

134 ⑤
別表・資料

34
沿岸域環境実験室の水槽は大学側にて設置と考えて良
いのでしょうか。

考えのとおりです。

135 ⑤

地質、陸水実
験室Ｂ

34

地質、陸水実験室Ｂについて、参考図中のクリーン
ルームの区画は最小の部分と考えてよろしいでしょう
か。

参考プランの間仕切りを変更します。参考プラン（地
質・陸水実験室Ｂ）変更図を参考してください。

136 ⑤

ゼミ室１，２

34

ゼミ室１，２について、ホワイトボードは壁面固定と
考えてよろしいでしょうか。

考えのとおりです。

137 ⑤

別表・資料

35

製図室のライティングダクトは事業者側にて、イン
ターホンは大学側にて設置と考えてよろしいでしょう
か。

インターホンは不要です。

138 ⑤

各ｴﾘｱの特殊
条件

40

園芸実験場（講堂屋上緑地）の生育実験のために設置
する１ｍ区画の数は、参考プランにあるものが必要と
考えてよろしいでしょうか。

考えのとおりです。

139 ⑤

各ｴﾘｱの特殊
条件

40

提示されている特殊実験室の他に、バイオハサード対
策室、動物飼育室などの特殊条件を要求される室があ
りましたら御提示ください。

提示したもの以外にはありません。

140 ⑤

別表・資料

42

別表３の機器・備品調査表の１９新規・移設・将来予
定の欄にある｢新規｣は、大学側にて用意するものと考
えて宜しいのでしょうか？

考えのとおりです。

8



頁 Ⅰ １．（１）１） ア ① ａ ⅰ

書
類
№

項　目 質　問 回　答
記載位置（頁、符号等）

番号

141 ⑤

機器・備品表

42

表中の項目に、6電力とありますが、空調設備の生涯費
用(LCC)算出要領で、実験機器等の発熱は定格出力に稼
働率を乗じて算出することになっていますので、各機
器の定格出力を御指示ください。

空調設備の生涯費用(ＬＣＣ)算出要領における実験機
器等の発熱量については、定格出力のほかに【別表
３】機器・備品調査表の項目１２によるものとし、い
ずれも不明な場合は同表項目６の電力値を用いてくだ
さい。

142 ⑤

機器・備品表

42

表中の項目に、７同時使用とありますが、○のある機
器はいずれも稼働率100％として考える必要があります
か。
また、その他の機器について、稼働率はどの程度と考
えればよろしいでしょうか。

○印を付した機器を同時に使用して実験等を行いま
す。稼働率は実験内容により異なります｡

143 ⑤

機器・備品表

42

表中の項目に、11排気とありますが、排気の要否は分
かるものの排気量が示されていませんので御指示くだ
さい。
また、機器側で排気用送風機を持っている場合は、そ
の仕様も合わせて御指示ください。

★

144 ⑤

機器・備品表

42

表中の項目に、12発熱とありますが、かなりの電源が
必要なのにもかかわらず、大半の機器において発熱の
欄が空白となっています。これについてどのように考
えればよろしいでしょうか。

★

145 ⑤

機器・備品表

42

表中の項目に、13市水とありますが、市水の要否は分
かるものの、径が示されていない機器がありますので
御指示ください。また、時間最大又は日最大給水量に
ついても御指示ください。

★

146 ⑤

機器・備品表

42

表中の項目に、14排水、15都市ガスとありますが、い
ずれも排水量や消費熱量が示されていない機器があり
ますので御指示ください。

★

147 ⑤

別表・資料

43

別表３の耕地土壌実験室の機器番号2（降雨装置）に必
要な市水量をご教示願います。また、排水は不要で
しょうか？

★

148 ⑤

別表・資料

43

耕地土壌実験室の機器番号3（実験台）に必要な市水量
及び都市ガス量をご教示願います。

★

149 ⑤

別表・資料

44

医用精密工学研究室の機器（ﾌﾗｲｽ旋盤、ﾎﾞｰﾙ盤等）か
ら発生すると考えられる、粉塵・切削屑・ｵｲﾙﾐｽﾄ等の
対策は必要でしょうか。

特に必要ありません。

150 ⑤

別表・資料

45

医用精密工学研究室Fの機器番号5（ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ）の給
気及び排気量をご教示下さい。

★

151 ⑤

別表・資料

47

クリーンルームの機器番号1、3（ｸﾘｰﾝﾍﾞﾝﾁ、安全ｷｬﾋﾞ
ﾈｯﾄ）の都市ガス量及び機器番号3、4（安全ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ、
ﾃﾞｨｰﾌﾟﾌﾘｰｻﾞｰ）の排気量をご教示下さい。

★

152 ⑤

別表・資料

77

生物実験室の機器番号3（ｸﾘｰﾝﾍﾞﾝﾁ）の都市ガス量をご
教示下さい。

★

153 ⑤

別表・資料

78

生物実験室の機器番号13、15（冷蔵庫等、植物育成装
置）の発熱量についてご教示下さい。

★

154 ⑤

別表・資料

80

地質試料保存室の機器番号5（炭素14年代測定用ｸﾞﾗﾌｧｲ
ﾄﾀｰｹﾞｯﾄ作成装置一式）の排熱温度をご教示下さい。

★

155 ⑤

別表・資料

81

地質試料処理室の機器番号1、2（岩石薄片作成用ｶｯﾀｰ
および研磨機、電磁式ふるい震盪機）の排気ﾀﾞｸﾄとは
「集塵設備が必要である」と考えて宜しいでしょう
か。

特に必要ありません。

156 ⑤

別表・資料

83

地質・陸水実験室Ｂの機器番号10（高周波ﾌﾟﾗｽﾞﾏ質量
分析装置一式）の備考欄に「クリーンルームが望まし
い」と記載されていますが、①どの程度の清浄度が求
められるのでしょうか。②実験室全体ではなく、高周
波ﾌﾟﾗｽﾞﾏ質量分析装置一式のみ別区画としてクリーン
ルーム化するのは可能でしょうか。　ご教示下さい。

クリーンルーム内に、【別表３】Ｐ８３の高周波プラ
ズマ質量分析装置一式が設置できるようにしてくださ
い。
★【クリーンルームのレベル】

157 ⑤

別表・資料

83

地質・陸水実験室Ｂの機器番号12（温度変化型屈折率
測定装置一式）に排気ﾀﾞｸﾄが必要とのことですが、排
気量、排熱温度をご教示下さい。

★

158 ⑤

別表・資料

85

空間環境制御実験室の機器番号10、11（純粋製造装
置、超純粋製造装置）に市水給水は不要でしょうかご
教示下さい。

給水が必要です。

159 ⑤

別表・資料

89

微生物・遺伝子実験室の機器番号11（ｸﾘｰﾝﾍﾞﾝﾁ）には
都市ガスの供給は不要でしょうかご教示下さい。

都市ガスが必要です。

9
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160 ⑤

別表・資料

90

微生物・遺伝子実験室の機器番号12（安全ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ）に
排気ﾌｰﾄﾞが必要とのことですが排気風量をご教示下さ
い。また、特殊ガスに関してはﾎﾞﾝﾍﾞ対応で配管は不要
と考えて宜しいでしょうか。

★

161 ⑤

別表・資料

91

微生物・遺伝子実験室の機器番号23（製氷機）の特殊
ガスに関してはﾎﾞﾝﾍﾞ対応で配管は不要と考えて宜しい
でしょうか。

考えのとおりです。

162 ⑤

別表・資料

95

環境健康ｼｽﾃﾑ実験室の機器番号2、3、6（ICPMS、
ICPAES、GCMS）の各排気の排熱温度及び排気風量をご
教示願います。

★

163 ⑤

別表・資料

96

大気環境実験室の機器番号3、4、10（NOX計、ｵｿﾞﾝ計、
真空ﾎﾟﾝﾌﾟ）の排気が「ﾄﾞﾗﾌﾄ内へ」と記載されていま
すが、ﾄﾞﾗﾌﾄの位置をご教示ください。

★

164 ⑤

別表・資料

97

地球環境工学実験室の機器番号3（摩擦試験機）の排気
が「ﾄﾞﾗﾌﾄ内へ」と記載されていますが、ﾄﾞﾗﾌﾄの位置
をご教示ください。

★

165 ⑤

別表・資料

98

地下空間環境学実験室の機器番号3（摩擦試験機）の排
気が「ﾄﾞﾗﾌﾄ内へ」と記載されていますが、ﾄﾞﾗﾌﾄの位
置をご教示ください。

★

166 ⑤

別表・資料

99

環境安全評価ｼｽﾃﾑ実験室の機器番号1～4、10（RC-1、
SuperCRC、GC-IR、GC、DSC）の排気目的及び排気風量
をご教示下さい。

★

167 ⑤

機器・備品表

100

大気化学反応実験室の機器番号1～3、5（GC/MS、FIA-
100、GC、LC）の排気目的及び排気風量をご教示下さ
い。

★

168 ⑤
機器・備品表

100
大気化学反応実験室の機器番号2（FIA-100）の冷却水
量をご教示下さい。

★

169 ⑤
機器・備品表

101
室内汚染実験室の機器番号4（HPLC HP1100）の排気目
的及び排気風量をご教示下さい。

★

170 ⑤
機器・備品表

110
医用精密工学研究室Ｂの機器番号2（ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ）の
排気は不用でしょうか。

★

171 ⑤
機器・備品表

116
土壌・栽培実験室の機器番号2（実験台）の給水量、都
市ガス量をご教示ください。

★

172 ⑤
柏キャンパス
共同溝計画図 121

計画地北側の大学側工事で接続される共同溝の詳細
（深さ、断面形状など）を教えてください。

有効開口Ｗ２.０×Ｈ２.５(ｍ)、土かぶり１ｍとしま
す。

173 ⑤

資料10

128 ～

柱状図以外の地盤調査結果（PS検層、常時微動、動的
変形試験、物理試験等）がございましたら、御提示し
ていただけますか？

柱状図以外の地盤調査結果はありません。

174 ⑤

参考プラン
地下１階 134 ～

エレベーターシャフト内の点線については、想定用途
はないと考えてよろしいでしょうか。

将来大学側の増設用スペースです。

175 ⑤

参考プラン各
階

134 ～

間仕切り壁で破線のものは、パーティションで簡易間
仕切りと考えてよろしいでしょか。

細い破線は、間仕切ではありません。また、ラウンジ
等の太い破線は、要求水準書１２頁・6・(3)・2)・
カ・③の「視覚的に連続し、周辺の気配の感じられ
る」ような間仕切りを示します。

176 ⑤
参 考 プ ラン
（１Ｆ 135

外来者用の車寄せは必要ないでしょうか。 不要とします。

177 ⑤

参考プラン
２階 

136 ～

各階東側の大型機器搬入用架台からの搬入は仮設揚重
機器によると考えてよろしいでしょうか。また開口幅
は２ｍ程度と考えてよろしいでしょうか。

提案によることとします。

178 ⑤

別表・資料

136 ～

参考プランの2～7Ｆ廊下東側突き当たりに大型機器搬
入用架台とありますが、搬入口の扉ｻｲｽﾞはどのくらい
必要なのでしょうか。また、ホイストが必要ような場
合は何ｔホイストでしょうかご指示下さい。

提案によることとします。

179 ⑤

参考プラン
２Ｆ～７Ｆ

136

2階の流動化実験室、3階の生物実験室など建物端部の
室に表記された点線は、間仕切りを設置することを想
定されているのでしょうか。その場合、内部廊下が必
要と思われますがよろしいでしょうか。

★

180 ⑤

参考プラン
２Ｆ～７Ｆ

136

外壁で幅の広いダブル線はグレーチング庇、狭いもの
はコンクリート庇を示すものと考えてよろしいでしょ
うか。

考えのとおりです。
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181 ⑤

参考プラン
２Ｆ～７Ｆ

136

便所等は、男女便所、多目的トイレ、給湯室、倉庫と
考えてよろしいでしょうか。その他、必要な室があれ
ば御提示ください。

男女便所、多目的トイレ、給湯室、倉庫に加え、各階
に必要なシャフト等を想定しています。

182 ⑤

参考プラン
２Ｆ～７Ｆ 136

ゴミ処理の方法とゴミ処理室について設置場所と大き
さ等特別なご指示があるでしょうか。

ゴミ処理方法は施設部企画課にて閲覧とします。ゴミ
処理室は提案によることとします。

183 ⑤

参考プラン
２Ｆ～７Ｆ 136

講義室の収納は何を収納される予定でしょうか。 講義室で必要な備品等（椅子、マイク等）を収納する
予定です。

184 ⑤

参考プラン
６階

140

室名称が別表２－１、別表２－２、参考資料１１など
の間で食い違う場合は、別表２－１を正と考えてよろ
しいでしょうか。たとえば６階の部屋番号６L-８の室
名は、「流動化研究室」でよろしいでしょうか。

指摘のとおりです。

185 ⑤

別表・資料 別表2-1、2-2、3から各室のガス設備及び各機器のガス
の有無は分かりますが、使用量がよく分かりませんの
でご指示願います。

★

186 ⑥

基礎項目審査

3 5 2

事業計画の基礎審査項目において、特別目的会社の審
査基準に、「出資内容が明記され、出資条件が満たさ
れていること」とありますが、当該項目は、構成員の
出資比率が50％を超えていることを確認する、という
認識でよろしいでしょうか。
仮に、構成員以外の出資者を予定している場合で、提
案時に出資比率等が確定していない場合は、仮の設定
で提示することになりますが、当該項目には抵触しな
いという認識でよろしいでしょうか。

基礎項目審査の審査基準「出資内容が明記され、出資
条件が満たされていること」とは、構成員の出資比率
が５０％を超えていることの確認とします。
ただし、（様式５５）の記入にあたっては、本質問回
答１０にある留意事項を満足するようにしてくださ
い。

187 ⑥

加点項目審査

4 5 3 1 1

資金調達計画に対する加点評価項目において、「調達
先の信用力が適切」とありますが、信用力を測る指標
をお示しください。

融資の実績等から、本事業程度の金額および期間に十
分に対応できること等を考えています。

188 ⑦

定義

4 1 1 7

「本契約書」は「本契約」が適切と考えますがいかが
ですか。

ご指摘の通りです。事業契約書（案）を修正します。

189 ⑦

定義

4 1 1 16

要求水準書及び契約書（案）とそれにまつわる質問回
答が「入札説明書」から除かれるのは、
① 契約段階では事業者の提案書が要求水準書にとって
代わっていること
② 契約締結時点で、契約書が契約書（案）にとって代
わっているため
との理解でよろしいでしょうか。

①について、事業者の提案書が要求水準書に取って代
わることはありません。②については、ご理解の通り
です。

190 ⑦

定義

5 1 1 21

「本件土地」は定義がなされていないように見受けら
れますが、大学が事業者による本件施設の建設工事の
着工までに確保する土地と理解してよいですか。

「本件土地」は、要求水準書 資料2「事業計画地位置
図」における「計画地」を指します。

191 ⑦

設計の変更

7 3 8 2

大学が負担するものとされている追加的な費用には、
本件事業に関して事業者に融資する金融機関等から事
業者が請求されうる当該融資に係る条件変更、解約等
に伴い発生する一切の費用が含まれるものと理解して
よいですか。

ご質問のような費用についても、合理的な範囲で含ま
れます。

192 ⑦

設計の変更

7 3 8 2

大学の要求に基づく設計変更による増加費用につきま
しては、大学にてご負担いただける旨記載されており
ますが、発生時にお支払いただけるものと理解してよ
ろしいでしょうか。当該費用の支払いスケジュールに
ついてご教授ください。

ご質問の増加費用のうち施設整備に関するものについ
ては、本件施設の建設設計費に組み込まれると考えま
す。維持管理費に影響を与えるものについては、維持
管理費相当の金額の調整によります。

193 ⑦

法令変更等に
よる設計変更
等

7 3 9 3

大学が負担する合理的な追加費用には、本件事業に関
して事業者に融資する金融機関等から事業者が請求さ
れうる当該融資に係る条件変更、解約等に伴い発生す
る一切の費用が含まれるものと理解してよいですか。

ご質問のような費用についても、合理的な範囲で含ま
れます。

194 ⑦

法令変更等に
よる設計変更
等

7 3 9 3

第9条第1項又は第2項に基づく変更に起因して事業者に
生じた合理的な追加費用は、大学が負担する、とあり
ますが、当該費用の支払いスケジュールにつきご教授
ください。

ご質問の増加費用のうち施設整備に関するものについ
ては、本件施設の建設設計費に組み込まれると考えま
す。維持管理費に影響を与えるものについては、維持
管理費相当の金額の調整によります。

195 ⑦

法令変更等に
よる設計変更
等

7 3 9 4

本件施設の引渡しの遅延が見込まれる場合、協議の
上、引渡日を変更することができるとなっております
が、サービス購入料の支払スケジュールについても変
更されるのでしょうか。

サービス購入費の支払いを毎年４月及び１０月に行う
というスケジュールについては、変更致しません。

11
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196 ⑦

設計の変更

7 8 2

大学の請求により、事業者が設計変更を行う場合、費
用の減少が生じた場合にはサービス購入費の支払額を
減額するとありますが、これは、当該変更により事業
者に発生した追加的な費用を勘案した結果、減少した
場合という認識でよろしいでしょうか。
また、事業者に発生する追加的な費用には、資金調達
に係る事業者に生じた合理的な追加費用も含まれると
いう認識でよろしいでしょうか。

前段については、ご理解の通りです。後段について
は、ご質問のような費用についても、合理的な範囲で
含まれます。

197 ⑦

本件施設の建
設に関する許
認可及び届出
等

9 4 16 2

「一切の許認可を、自己の責任及び費用にて取得す
る」となっておりますが、「大学にて取得すべきもの
は除く」と補足していただけませんでしょうか。

原案の通りとします。大学が取得すべき許認可につい
ては、第１６条３項が適用されます。

198 ⑦

建設場所の管
理

10 4 17 1

第17条第1項の第１文として以下の追加をご検討いただ
けますか。
大学は、事業者による本件施設の建設工事の着工まで
に、事業者に対して国有財産使用許可書を発行し、本
件施設の建設工事を実施するために必要な土地を事業
者に引き渡すものとする。

原案の通りとします。大学は事業者に対して土地の使
用を許可するだけで、引き渡すことはありません。

199 ⑦

建設場所の管
理

10 4 17 3

「不可抗力事由」について「不可抗力事由又は大学の
責に帰すべき事由」への変更をご検討いただけます
か。

原案の通りとします。本条は、大学の職員の故意又は
過失により事業者に損害を与えた場合に、大学の負う
べき国家賠償法1条による責任を排除する趣旨ではあり
ません。

200 ⑦

建設に伴う各
種調査

10 4 18 2

大学の調査等の結果と齟齬がある場合において、増分
費用が生じた場合、大学にご負担いただけるものと
なっておりますが、その場合、発生時にお支払いいた
だけますでしょうか。支払いスケジュールについてご
教授ください。

ご質問の増加費用のうち施設整備に関するものについ
ては、本件施設の施設整備費に組み込まれると考えま
す。維持管理費に影響を与えるものについては、維持
管理費相当の金額の調整によります。

201 ⑦

近隣対策

10 4 19 4

本件施設の建設計画そのものに対する近隣対策につい
ては、大学にてご対応いただけるものと理解してよろ
しいでしょうか。

ご理解の通りです。

202 ⑦

備品の搬入

11 4 22

第22条第１項及び第2項について以下の変更をご検討い
ただけますか。
備品の搬入第22条 大学が別途発注する備品の搬入作
業が、事業者の業務に密接に関連する場合において、
必要がある場合には、大学は建設工事の工期の変更を
伴わない限度で管理スケジュールの調整を行い、事業
者は大学が行う備品の搬入に可能な限り協力する。
２ 大学が別途発注する備品の搬入作業に要する費用
は大学が負担するものとし、前項の事業者の協力に要
する費用は事業者の負担とする。

原案の通りとします。事業者は、工期の変更が生じな
いよう、備品の搬入について、大学とスケジュールの
調整を事前に十分に行ってください。なお、大学が別
途発注する備品の搬入作業に要する費用で大学側に発
生する費用は大学が負担します。

203 ⑦

工期の変更

13 4 28

第28条第3項として以下を追加願います。
３ 大学は、第１項又は第２項に基づく工期の変更に
伴い事業者が負担した合理的な増加費用（本件事業に
関して事業者に融資する金融機関等から事業者が請求
されうる当該融資に係る条件変更、解約等に伴い発生
する一切の費用を含む。）に相当する金額を事業者に
対して支払うものとする。

原案の通りとします。工期の変更が行われた場合で増
加費用が発生する場合には、当該工期の変更が大学の
責めに帰すべき事由による場合は大学が負担します。
事業者の責めに帰すべき事由による場合にはサービス
購入費の変更は行いません。工期の変更の原因が不可
抗力による場合には、第６２条の協議に従い、費用負
担について協議が調わない場合には、６３条第２項に
従って大学及び事業者が追加費用を負担します。

204 ⑦

引渡しによる
費用負担

13 4 29 1

①29条1項は、事業者の責めに帰すべき事由以外の引渡
し遅延についての費用負担は全て大学が行うが、遅延
損害金の負担はしないという主旨でしょうか？
②不可抗力の場合の別紙８との整合性はどのように理
解すればよろしいのでしょうか？

①について、大学は遅延に伴い事業者が負担した合理
的な費用を負担する趣旨です。②について、別紙8は適
用されません。

205 ⑦

引渡し遅延に
よる費用負担

13 4 29

「この場合、大学は遅延損害金を負担しない。」を削
除願います。
削除が認められない場合には、第2項に定める遅延損害
金を予定損害賠償金としての違約金の扱いとしていた
だきたくご検討願います。

原案の通りとします。

206 ⑦

本件施設の引
渡し遅延によ
る費用負担

13 4 29

大学の責めに帰すべき事由、不可抗力または事業者の
責めに帰すべきことのできない事由により本件施設の
引渡しが遅延した場合の合理的な増加費用は大学にて
負担いただけるとのことですが、発生時にお支払いた
だけると理解してよろしいでしょうか。

本件施設の施設整備費に組み込まれるものと考えま
す。

207 ⑦

本件施設の引
渡し遅延によ
る費用負担 13 4 29

大学にて負担のいただける合理的な増加費用には資金
調達に係る事業者に生じた費用等も含まれると理解し
てよろしいでしょうか。

合理的な範囲で含まれます。

208 ⑦

工事の中止

13 4 30 2

工事の一時中止及びその続行に起因する増加費用につ
きましては、事業者の責めに帰すべき事由の基づき場
合を除き、大学にてご負担いただける旨記載されてお
りますが、発生時にお支払いただけるとの理解でよろ
しいでしょうか。支払いスケジュールについてご教授
ください。

本件施設の施設整備費に組み込まれるものと考えま
す。
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頁 Ⅰ １．（１）１） ア ① ａ ⅰ

書
類
№

項　目 質　問 回　答
記載位置（頁、符号等）

番号

209 ⑦

工事の中止

13 4 30 2

工事の中止は、事業者側・大学側・不可抗力による帰
責事由が想定され、それぞれに対応する費用負担が整
理されるべきで、不可抗力においては、別紙８との整
合性が図られると考えますがいかがでしょうか？

ご質問の通りと考えますので、別紙８との整合性を図
るべく、事業契約書（案）を修正します。

210 ⑦

第三者に及ぼ
した損害

13 4 31 2

不可抗力による第三者損害は、事業者及び大学のいず
れにもその帰責性がないため、第31条第2項について以
下の変更をご検討いただけますか。
２ 本件施設の建設及び整備工事の施工により第三者
に損害を及ぼした場合、工事の施工に伴い通常避ける
ことができない騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶
等の理由により第三者が被った損害については、事業
者が善良な管理者としての注意義務を怠ったと認めら
れる場合には事業者が当該損害を賠償するものとし、
また、第8条第1項、第9条第1項及び第2項の規定による
設計変更並びに大学の責に帰すべき事由に起因して第
三者が被った損害については、大学が当該損害を賠償
するものとする。

不可抗力の場合にまで事業者が損害賠償の義務を負う
ものではありませんが、その趣旨が明らかになるよう
事業契約書（案）を修正します。なお、事業者は、本
件施設の建設及び整備工事により通常避けられない損
害については負担してください。

211 ⑦

第三者損害賠
償

13 4 31 2

第三者に及ぼす損害には、事業者側・大学側・不可抗
力による帰責事由が想定され、それぞれに対応する費
用負担が整理されるべきで、不可抗力においては、別
紙８との整合性が図られると考えますがいかがでしょ
うか？

原案の通りとします。

212 ⑦
瑕疵担保責任

15 4 35 4
「1年以内」を「６ヶ月以内」へ変更していただけます
か。

原案の通りとします。

213 ⑦

許認可及び届
出書

15 5 36 1

「一切の許認可を、自己の責任及び費用において取得
する」となっておりますが、「大学にて取得すべきも
のは除く」と補足していただけませんでしょうか。

原案の通りとします。大学が取得すべき許認可につい
ては、第３６条３項が適用されます。

214 ⑦

第三者への委
託

15 38 2

「受託者又は維持管理者その他の第三者の責めに帰す
べき事由は、事業者の責めに帰すべき事由とみなし
て、事業者が責任を負うものとする」とありますが、
第三者の責めに帰すべき事由は事業者が明らかに善良
なる管理者の注意義務を怠ったことに基づくものを除
いて、不可抗力とみなしてよろしいですか。

第３８条２項は、事業者が直接又は間接に使用する者
の故意又は過失は、事業者の故意又は過失とみなすと
いう趣旨の規定です。

215 ⑦

本件施設の維
持管理

16 5 39

第39条第3項として以下の追加をご検討いただけます
か。
３ 前項に従って要求水準書が変更された場合、大学
の要求、法令変更又は不可抗力による変更の場合に
は、大学は、要求水準書変更に伴い事業者に発生する
一切の追加費用（本件事業に関して事業者に融資する
金融機関等から事業者が請求されうる当該融資に係る
条件変更、解約等に伴い発生する一切の費用を含
む。）を負担するものとする。

原案の通りとします。要求水準書は、第６０条２項及
び第６３条２項の場合を除き、大学と事業者の合意に
よらなければ変更できません。従って、要求水準書を
変更する場合には、大学と事業者が変更内容について
協議を行うことが想定されますが、サービス購入費の
変更についても、当該協議の中で話し合われることを
想定しています。

216 ⑦

第三者に及ぼ
した損害

17 5 45 2

第45条第2項について以下の変更をご検討いただけます
か。
２ 本件施設の維持管理業務に伴い通常避けることが
できない騒音等の理由により第三者に損害を及ぼした
場合は、事業者が善良な管理者としての注意義務を
怠ったと認められる場合に限り事業者がその損害を賠
償しなければならない。

原案の通りとします。

217 ⑦

維持管理業務
開始の遅延

17 5 46

第46条の冒頭に「事業者の責に帰すべき事由により」
の追加をお願いします。

原案の通りとします。原因となった事由にかかわら
ず、維持管理業務が実施されていない間はサービスの
提供がないわけですから、サービス購入費のうち維持
管理費相当は支払いません。

218 ⑦

維持管理開始
の遅延

17 5 46

遅延が事業者の責めに帰すべき事由の場合、大学側が
支払義務を負わないと理解してよろしいいでしょう
か？また、第29条との整合性を図っていただきたい。

原案の通りとします。原因となった事由にかかわら
ず、維持管理業務が実施されていない間はサービスの
提供がないわけですから、サービス購入費のうち維持
管理費相当は支払いません。

219 ⑦

事業者の債務
不履行による
契約の早期終
了

19 7 52 1 3

「事業者が、自己の負担する金［3億5000万］円以上の
債務履行を」遅延したときとありますが［ ］は具体
的にどのようにして決定されるものと理解したらよろ
しいでしょうか。

［　］をはずします。

220 ⑦

事業者の債務
不履行による
契約の早期終
了

19 7 52 2 2

「引渡予定日から30日が経過しても本件施設の引渡し
ができないとき」というのは事業者にとって非常に厳
しいと思われますので、再考していただけませんで
しょうか。

原案の通りとします。

221 ⑦

契約期間

19 51 1

契約期間の終了を、維持管理期間の終了と同じ「平成
30年3月31日」と設定していますが、この日以降にモニ
タリングやサービス対価の支払いが発生します。契約
期間の終了は最終回のサービス対価の支払いが終了す
る時点に変更していただけないでしょうか。

原案の通りとします。

222 ⑦

事業者の債務
不履行による
契約の早期終
了

19 52 1

事業者の債務不履行の事由を列挙されていますが、(3)
で記載されている内容が理解できません。「自己の負
担する金[3億5000万]円」とは、具体的に何を指してい
るのでしょうか。お示しください。

事業者が大学以外の第三者に対して負担している債務
を指します。
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223 ⑦

大学の債務不
履行

20 7 53 3

第53条第3項について以下の変更・修正をご検討いただ
けますか。
「事業が被った損害」→「事業者が被った一切の損害
（本件事業に関して事業者に融資する金融機関等から
事業者が請求されうる当該融資に係る条件変更、解約
等に伴い発生する一切の費用を含む。）」
「サービス購入費のうち施設整備費相当」→「サービ
ス購入費のうち施設整備費相当及び本契約の終了の日
までに事業者が実施した維持管理業務に対する維持管
理費相当」

前段については、原案の通りとします。大学は、相当
因果関係の範囲内の損害を賠償します。後段について
も、原案の通りとします。契約の中途解除により６か
月に満たない支払対象期間が生じた場合は、当該期間
の維持管理費相当については日割りで支払をします。

224 ⑦

大学の債務不
履行

20 7 53 3

「事業者が被った損害を賠償する」となっております
が、発生時にお支払いただけると理解してよろしいで
しょうか。

ご理解の通りです。

225 ⑦

大学による任
意解除

20 7 54

「サービス購入費のうち、施設整備費相当を」を
「サービス購入費のうち施設整備費相当及び本契約の
解除の日までに事業者が実施した維持管理業務に対す
る維持管理費相当を」へ変更願います。

原案の通りとします。契約の中途解除により６か月に
満たない支払対象期間が生じた場合は、当該期間の維
持管理費相当については日割りで支払をします。

226 ⑦

大学による任
意解除

20 7 54

「当該解除により事業者が被った一切の損害を速やか
に賠償する」となっているが、「速やかに」とは発生
時と理解してよろしいでしょうか。

「解除後速やかに」の意味です。

227 ⑦

損害賠償等

20 7 56 2

①第２項の冒頭に「第１項の場合で、」を追加してい
ただけますか。
②「支払うことができる。」は「支払うものとす
る。」へ変更していただけますか。
③大学が合格部分を買い受ける場合に、出来高部分の
代金債務と損害金請求権との相殺が可能とされる条件
は、本件事業に関する資金調達においてプロジェクト
ファイナンスの組成を妨げる要因となるため、大学は
相殺権を有するが相殺の実行は事業者との協議のうえ
決定する趣旨の条件としていただけないでしょうか。

①については、その通り修正します。②及び③につい
ては、原案の通りとします。大学がサービス購入費を
支払う債務と事業者に対して生じた金銭債務を民法の
規定に従って相殺する権利を放棄する考えはありませ
ん。

228 ⑦

損害賠償等

20 7 56 5

「サービス購入費のうち、施設整備費相当を」を
「サービス購入費のうち施設整備費相当及び本契約の
解除の日までに事業者が実施した維持管理業務に対す
る維持管理費相当を」へ変更願います。

原案の通りとします。契約の中途解除により６か月に
満たない支払対象期間が生じた場合は、当該期間の維
持管理費相当については日割りで支払をします。

229 ⑦

大学の債務不
履行

20 53 3

当該終了により事業者が被った損害を賠償するとあり
ますが、損害には、逸失利益も含まれるという認識で
よろしいでしょうか。

逸失利益も相当因果関係の範囲内にあるものは含まれ
ます。

230 ⑦

大学による任
意解除

20 54 1

大学による任意解除とは、具体的にはどのような事由
を想定されているのでしょうか。お示しください。

現段階では、大学による任意解除について、全く考え
てはおりませんが、大学が現時点で予期しない事態が
起こる可能性がないとは言えません。そのような場合
について一応規定しているものです。

231 ⑦

損害賠償等

20 56 1

違約金の対象額は、割賦金利を除く施設整備費相当額
の10/100とありますが、この対象には消費税は含まれ
ないという認識でよろしいでしょうか。

消費税は含まれます。

232 ⑦

損害賠償等

20 56 3

「大学が出来高部分を買い取らない場合」とはどのよ
うな場合を想定されているのでしょうか。具体的にお
示しください。

そのような状況が生じた場合に、施設の建設状況、代
替施設の有無、追加工事の可能性、追加工事に要する
金額などから、具体的に判断します。現時点で一定の
基準を示すことはできません。

233 ⑦

損害賠償等

21 7 56 6

本件施設の引渡し後に事業者の責めに帰すべき事由に
より本契約が解除された場合の大学が被った損害賠償
については、第56条第5項に規定されていることから、
第56条第6項ただし書き以降については削除をご検討い
ただけますか。

原案の通りとします。

234 ⑦

損害賠償等

21 7 56 7

第56条第1項及び第5項に規定する違約金は予定損害賠
償金として理解させていただきたく、第7項の削除をご
検討いただけますか。

原案の通りとします。

235 ⑦

事業者による
表明保証及び
誓約 21 8 57 2

本項(1)及び(2)については、事業者が資金調達を行う
上で必要な場合についてはご同意いただけるものと理
解してよろしいでしょうか。

(1)については、融資銀行と協議が整えば同意します。
(2)については、原則として同意しません。

236 ⑦

大学による誓
約 22 8 58

大学による誓約事項として、本契約に基づく事業者へ
のサービス購入費の支払いを追加願います。

大学が事業契約上の債務を履行すべきことは当然で
す。

237 ⑦

協議及び追加
費用の負担

22 9 60 2

法令変更による追加費用については別紙12によること
とされておりますが、第9条により、法令変更により設
計変更が生じた場合には大学に合理的な追加費用をご
負担いただけるものと理解してよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

238 ⑦

大学による誓
約

22 58

第57条に規定されている「事業者による表明保証」及
び「誓約」については、基本協定書（案）別紙で提示
されています。本項の「大学による誓約」について
も、案文をお示ししていただけないでしょうか。
また、本項においては、維持管理期間のみの誓約が明
記されています。設計・建設期間を含む事業全体を対
象とした、大学の誓約に変更していただけないでしょ
うか。

大学による誓約は第58条に規定されたもののみです。

14



頁 Ⅰ １．（１）１） ア ① ａ ⅰ

書
類
№

項　目 質　問 回　答
記載位置（頁、符号等）

番号

239 ⑦

法令変更によ
る契約の終了

23 9 61 3

「サービス購入費のうち施設整備費相当を」を「サー
ビス購入費のうち施設整備費相当及び本契約の解除の
日までに事業者が実施した維持管理業務に対する維持
管理費相当を」へ変更願います。

原案の通りとします。契約の中途解除により６か月に
満たない支払対象期間が生じた場合は、当該期間の維
持管理費相当については日割りで支払をします。

240 ⑦

契約の終了

24 10 65 3

「サービス購入費のうち施設整備費相当を」を「サー
ビス購入費のうち施設整備費相当及び本契約の解除の
日までに事業者が実施した維持管理業務に対する維持
管理費相当を」へ変更願います。

原案の通りとします。契約の中途解除により６か月に
満たない支払対象期間が生じた場合は、当該期間の維
持管理費相当については日割りで支払をします。

241 ⑦

公租公課の負
担

24 11 66

①消費税法が改正された場合でも改正後の消費税法に
基づく消費税相当額が大学から支払われるものと理解
してよいですか。
②新たな公租公課の負担について、外形標準課税制度
の創設による事業者の公租公課の新たな負担について
は大学が負担するものと理解してよいですか。
③本件事業に関して事業者に本件施設に係る不動産所
得税を負担する義務が生じますか。

①について、大学が支払うサービス購入費に賦課され
る消費税については、施設整備費相当については該当
する施設引渡時の税率による金額を、維持管理費相当
については、支払時税率による金額を、それぞれ支払
います。②について、法令変更による新たな公租公課
の負担により第５９条１項に定めた場合に該当すると
きには、第６０条１項により協議事項となります。協
議が整わないときは、第６０条２項及び別紙１２によ
り負担割合が決定されます。③について、不動産取得
税は非課税扱いです。ただし、事業者と建設業者間で
締結される建設工事請負契約及び約款において別紙に
示す追加条項、追加条文が規定されていることが条件
です。なお、③に関しては、必要に応じて千葉県税事
務所又は総務省自治税務局都道府県税課にお問い合わ
せ下さい。

242 ⑦

工業所有権

26 11 75

「事業者が当該工業所有権の存在を知らなかった」こ
とを事業者が証明することは非常に困難です。従って
削除をお願いします。

原案の通りとします。

243 ⑦

不可抗力によ
る追加費用の
負担割合

39 8

維持管理期間中の不可抗力による追加費用の負担の考
え方について、本件事業がBTO方式であり、維持管理期
間中の本件施設の所有権者が大学であるにも拘わら
ず、事業者の責めに帰すべき事由でもない不可抗力に
よる追加費用の一部が事業者の負担とされる条件につ
いては合理的な根拠なく事業者に負担が課されている
ものと考えます。従いまして、維持管理期間中の不可
抗力による追加費用は全て大学側の負担としていただ
きたく、事業者に負担を求めるのであれば合理的な理
由をご提示願います。

原案の通りとします。

244 ⑦
減額ポイント

48 11 3 2
減額ポイントの項目につきまして、項目数と項目毎の
内容を教えてください。

別紙１１の３減額方法(1)減額の対象となる事態の例で
示す内容などによります。

245 ⑦

モニタリング

46 2 2

「同一の対象業務において２回の減額措置を経た後
に、更に業務不履行があった場合、維持管理業務を行
うものを変更させることがある」とありますが、同一
の対象業務とは、同一の重大事象と理解してよろしい
ですか。

同一の対象業務とは、①建物保守管理業務、②設備保
守管理業務、③外構維持管理業務、④清掃業務、⑤保
安警備業務、⑥植栽維持管理業務の各々を指します。

246 ⑦

モニタリング

48 3 2

減額ポイントに関する記述において、「大学は、定期
モニタリングおよび日常モニタリング、随時モニタリ
ングを経て、対象業務に対応する当月の減額ポイント
を確定する」とありますが、日常モニタリングの内容
について具体的に教えて下さい。

施設引渡時までに大学が決定します。

247 ⑦

サービス購入
費の減額の基
準と方法

48 11 3 4

減額ポイントの支払額への反映を４段階で明示されて
いますが、基準を設定された考え方をお示しくださ
い。（例えば、減額なしと設定した基準を30ポイント
とした理由）

まず、減額の事態にまで及ぶようなことがないものと
考えていますし、そのことを期待しています。重大な
事象があっても一度以内であれば直ちに減額とはしな
い、重大な事象が３・４度におよぶ場合は概ね５０％
前後の減額とし、５度を超えるようだと全額を減額す
るなど、級数的な取り扱いとし、大学にとっても事業
者にとって最も効果的であり合理的であるものとし
て、検討した結果です。

248 ⑧

事業契約

2 1 6

「平成15年9月30日までに、・・事業契約を締結せしめ
るものとする」とありますが、入札説明書Ｐ４では平
成15年10月となっています。
入札説明書を正と理解してよろしいでしょうか。

基本協定書を正とします。

249 ⑧

事業契約不調
の場合の処理

2 1 8

「事由の如何を問わず」について「甲及び乙のいずれ
の責にも帰すべからざる事由により」への変更をご検
討いただけますか。

原案の通りとします。

250 ⑧

出資者保証書
の様式

1

出資者保証書は、事業契約書（案）第57条に基づくも
のと認識しておりますが、提出時期は事業契約締結時
と同日でしょうか。
また、出資者及び出資比率については、当該保証書提
出時に確定すると認識していますが、構成員の要件
（50％超の出資比率を確保）を満たしていれば、提案
時の出資者・出資比率を変更することは可能でしょう
か。

前段について、出資者保証書は基本協定書第６条３項
に基づいて提出して頂くものです。提出時期は、「事
業契約締結後速やかに」です。後段について、やむを
得ない場合を除き、提案時の出資者・出資比率を変更
することはできません。

回答欄に[★] 印のある項目は､５月７日を目処に回答する予定です。回答欄に[★] 印のある項目は､５月７日を目処に回答する予定です。回答欄に[★] 印のある項目は､５月７日を目処に回答する予定です。回答欄に[★] 印のある項目は､５月７日を目処に回答する予定です。
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